※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。
　交渉には公務員連絡会から賃金・労働条件専門委員会交渉委員らが出席し、人事院は平野職員団体審議官付参事官が対応した。

　冒頭、平野参事官が３大臣からの要請内容について、「国の行政機関においても、男性の育児休業の取得促進など、率先して仕事と生活の調和に取り組むこととされている。その一方で育児休業を取得する男性職員の多くは短期間の休業を取得する傾向にあり、休業期間がおおむね１か月未満の場合、取得した休業期間分以上に期末手当が減額されるという問題が指摘されていることから、育児休業に関する環境整備の一環として、短期育児休業取得者に係る期末手当算定の改善についての検討を人事院に要請したもの」と説明した。

　これに対して石原専門委員長は以下の通り質した。
(1) 男性職員の多くは短期間の休業を取得する傾向にあるとのことだが、その取得状況は具体的にどうなっているのか。
(2) 育児休業を取得した場合の期末手当の期間率については、その２分の１の期間だけ除算する仕組みとなっており、優遇されているが、１日でも休めば２割減ということになる。３大臣の要請を受け、人事院としてはどのように対応するつもりか、現時点での考え方を示してほしい。

　これに対して、平野参事官は以下のように回答した。
(1) 人事院は、毎年、育児休業等の取得実態等について調査を実施しているが、昨年９月に公表した平成21年度調査結果によると、平成21年度に新たに育児休業を取得した職員は3,300人（男性126人、女性3,174人）で、平均育児休業期間は13.5月となっている。そのうち、育児休業期間が１ヵ月以下の人数は公表していないが、女性職員が20人（0.6％）に対し、男性職員は36人（28.6％）である。
(2) この間、人事院としては男性職員の取得促進にむけてさまざまな施策を講じてきたところである。今回の検討要請を真摯に受け止め、期末手当の主旨を十分に勘案しながら、どのような措置を講じることができるか検討し、必要があれば本年の給与勧告・報告の時に然るべき対応を行うことになるのではないかと考えている。

　平野参事官の回答を受け、公務員連絡会側は以下のように要請した。
(1) 確かに、男性の場合、そもそも取得率も1.6％に止まっており極めて少なく、期間も短い。ただ、３大臣の要請が指摘しているように期末手当の減額が改善されれば取得者が増えることになるのかどうか。育児休業以外に、「男性職員の育児参加休暇」というのがあるが、こちらの方は有給であるが、４割程度の職員しか取得しておらず、取得した場合の平均も3.3日に止まっている実態がある。いずれにしても、減額措置を緩和するということになれば、その限りにおいて職員の負担を軽減する意味はあるので、必要な措置は講じてもらいたい。
(2) 育児休業の男性取得促進について、公務員連絡会は数値目標の設定などを求めてきたが、政府は昨年閣議決定した「第3次男女平等推進基本計画」の中で、「男性の育児休業取得率」について2020年（平成32年）には13％を目指すとしている。政府から要請があったから検討するということではなく、人事院として、なぜ取得できないのかについて原因をきちんと把握した上で、男性取得促進の数値目標を含めて総合的な対策を検討してもらいたい。
(3) ３大臣の要請に対する具体策を講じる場合には、公務員連絡会と事前に交渉・協議することを約束してもらいたい。

　これを受けて平野参事官は「皆さんからの要請は確かに承った。男性の育児休業取得については、人事院としてさまざまな施策を講じてきている一方、取得率が低いという問題はしっかり認識している。今後も啓発活動や各府省との連絡会議等を通じて男性の取得促進にむけてさまざまな知恵を出していきたい。また今回の３大臣からの要請についても真摯に受け止め検討していきたい」と述べるとともに、成案を得る前に公務員連絡会と交渉・協議することを約束したことから、本日の交渉を終えた。
